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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第221期

第３四半期
連結累計期間

第222期
第３四半期
連結累計期間

第221期

会計期間
自 2019年４月１日

至 2019年12月31日

自 2020年４月１日

至 2020年12月31日

自 2019年４月１日

至 2020年３月31日

売上高 （百万円） 46,392 40,773 63,090

経常利益又は経常損失(△) （百万円） △106 △556 446

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失(△)

（百万円） △202 △560 △2,434

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △779 71 △3,769

純資産額 （百万円） 24,810 22,344 21,819

総資産額 （百万円） 85,890 83,173 85,019

１株当たり四半期(当期)純損失(△) （円） △12.56 △34.78 △151.11

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 27.1 25.0 24.0

回次
第221期

第３四半期
連結会計期間

第222期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2019年10月１日

至 2019年12月31日

自 2020年10月１日

至 2020年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 17.92 24.81

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第221期第３四半期連結累計期間、第222期第３四半期連結累計期間及び第221期連結会計年度の潜在株式調

整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

また、第２四半期連結会計期間において、当社連結子会社である東京製綱海外事業投資株式会社並びにその100%中

国子会社である東京製綱（常州）有限公司は株式譲渡により、当社の連結の範囲から除外されました。

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの変更を行っております。詳細は、「第４ 経理の状況 １

四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等） セグメント情報」の「２．報告セグメントの変更等に関する

事項」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における当社グループの売上高は、国内事業について、第１四半期の新型コロナウイ

ルス感染症の影響による需要減が第２四半期で底を打ち、その後継続して回復基調にあるものの、第１四半期連結

累計期間のタイヤコードなど自動車関連の落ち込みが大きく、また、原油価格低下に伴い石油の販売額が減少し、

40,773百万円（前年同期比12.1％減）となりました。

利益面では、新型コロナウイルスによる需要減少に対して、雇用調整助成金制度を活用した休業を実施したほ

か、当上期中に完了した中国スチールコード事業の構造改革や諸経費削減等に努めた結果、当第３四半期連結会計

期間（2020年10月1日～2020年12月31日）の利益は黒字に転じ、前年同期を上回る水準まで回復しました。しかし

ながら、当上期に大きく需要が落ち込んだタイヤコードの販売減や減産に伴う工場生産性の悪化、道路安全施設の

工事遅れなどが影響し、当第３四半期連結累計期間における営業損失は306百万円（前年同期は154百万円の営業損

失）、経常損失は556百万円（前年同期は106百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失は560百万

円（前年同期は202百万円の純損失）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

「第４ １．四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間

より、報告セグメントの変更を行っております。

以下の前年同期比較については、前年同期の数値を変更後のセグメントに組み替えた数値で比較しております。

(鋼索鋼線関連)

新型コロナウイルス感染症の影響により国内鋼索の需要が鉄鋼、機械関連を中心に低迷した結果、当事業の売上

高は19,147百万円（前年同期比6.8％減）となり、営業利益は838百万円(前年同期比3.4％減)となりました。

(スチールコード関連)

自動車業界の新型コロナウイルスの影響も底を打ち冬用タイヤが好調に推移する中、タイヤコードについては概

ね平年の受注状況に戻っております。また、不採算であった中国事業からの撤退が完了し、収益も改善傾向にあり

ますが、第１四半期において受注が大きく減少した影響などにより、当事業の売上高は5,421百万円（前年同期比

27.6％減）、営業損失は938百万円（前年同期は1,166百万円の営業損失)となりました。

(開発製品関連)

海外向け橋梁プロジェクトの一部売上がありましたが、前期好調であった中央分離帯用ワイヤロープ式防護柵の

売上も落ち着き、道路安全施設の工事遅れなど新型コロナウイルスの影響もあり、当事業の売上高は10,319百万円

（前年同期比4.5％減）、営業損失は657百万円（前年同期は499百万円の営業損失）となりました。
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(産業機械関連)

前期において大規模なスポット売上計上があった一方、当期は自動車関連向け超硬製品の低迷により、売上、利

益とも大きく減少いたしました。当事業の売上高は2,303百万円（前年同期比26.9％減）、営業利益は18百万円

（前年同期比92.6％減）となりました。

(エネルギー不動産関連)

原油価格低下の影響により石油の販売額が減少したため、当事業の売上高は3,582百万円（前年同期比18.5％

減）と大きく減少いたしましたが、販売量は増加しており利益面では、営業利益は430百万円（前年同期比11.1％

増）となりました。

②財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、棚卸資産や投資有価証券が増加した一方、新型コロナウイルス感染症

の影響などによる、売上債権の減少・現預金の保有水準の調整を行った結果、前連結会計年度末と比べ1,845百万

円減少の83,173百万円となりました。

負債については、新型コロナウイルス感染症予防及び需要減少に対応した操業度の低下により仕入債務が減少

し、当第３四半期に返済期限を迎えた長期借入金の借換えを行ったため、短期借入金（１年以内返済長期借入金）

が減少し長期借入金が増加しております。その結果、前連結会計年度末と比べ2,370百万円減少の60,829百万円と

なりました。

純資産については、四半期純損失を計上いたしましたが、保有有価証券の時価評価の増加及び子会社の第三者割

当増資に伴い非支配株主持分が増加したため、前連結会計年度末と比べ525百万円増加の22,344百万円となりまし

た。

(2) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は891百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　



― 5 ―

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

② 【発行済株式】

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(2020年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(2021年２月12日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 16,268,242 16,268,242
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
100株

計 16,268,242 16,268,242 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

2020年12月31日 ― 16,268,242 ― 1,000 ― 250

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載すること

ができませんので、直前の基準日である2020年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

2020年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
－ －

普通株式 13,000
（相互保有株式）

－ －
普通株式 9,300

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,182,300 161,823 －

単元未満株式 普通株式 63,642 － －

発行済株式総数 16,268,242 － －

総株主の議決権 － 161,823 －

(注)１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式144,600株（議決

権の数1,446個）が含まれております。

　 ２．単元未満株式には、東洋製綱㈱所有の相互保有株式23株及び当社所有の自己株式69株が含まれております。

② 【自己株式等】

2020年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式）

東京製綱株式会社

東京都中央区日本橋

３丁目６番２号 13,000 － 13,000 0.08

（相互保有株式）

東洋製綱株式会社 大阪府貝塚市浦田町175 9,300 － 9,300 0.06

計 － 22,300 － 22,300 0.14

（注）上記自己名義保有株式数には、役員向け株式交付信託保有の当社株式数（144,600株）を含めておりません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2020年10月１日から2020年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,282 5,235

受取手形及び売掛金 14,810 ※３ 12,747

商品及び製品 6,678 6,576

仕掛品 5,360 6,336

原材料及び貯蔵品 4,557 4,668

その他 1,312 1,394

貸倒引当金 △18 △16

流動資産合計 38,983 36,943

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,395 7,073

機械装置及び運搬具（純額） 6,170 6,190

土地 18,286 18,346

建設仮勘定 554 546

その他（純額） 2,133 1,858

有形固定資産合計 34,540 34,015

無形固定資産 702 609

投資その他の資産

投資有価証券 4,625 5,313

退職給付に係る資産 257 431

繰延税金資産 2,424 2,378

その他 3,778 3,563

貸倒引当金 △292 △81

投資その他の資産合計 10,793 11,605

固定資産合計 46,035 46,230

資産合計 85,019 83,173
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,182 ※３ 11,764

短期借入金 16,482 6,487

未払費用 2,365 2,211

賞与引当金 878 425

その他 6,088 5,880

流動負債合計 37,997 26,769

固定負債

長期借入金 13,450 22,859

再評価に係る繰延税金負債 3,922 3,922

退職給付に係る負債 4,745 4,505

その他 3,084 2,773

固定負債合計 25,202 34,060

負債合計 63,200 60,829

純資産の部

株主資本

資本金 1,000 1,000

資本剰余金 1,070 1,070

利益剰余金 11,606 11,046

自己株式 △315 △311

株主資本合計 13,361 12,804

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △788 △204

繰延ヘッジ損益 △0 12

土地再評価差額金 9,063 9,063

為替換算調整勘定 △415 △170

退職給付に係る調整累計額 △795 △691

その他の包括利益累計額合計 7,062 8,009

非支配株主持分 1,395 1,529

純資産合計 21,819 22,344

負債純資産合計 85,019 83,173
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

売上高 46,392 40,773

売上原価 38,283 33,497

売上総利益 8,108 7,276

販売費及び一般管理費 8,263 7,583

営業損失（△） △154 △306

営業外収益

受取利息 21 9

受取配当金 173 139

固定資産受贈益 － 42

持分法による投資利益 173 43

雇用調整助成金 － 97

その他 185 181

営業外収益合計 553 514

営業外費用

支払利息 212 225

為替差損 77 150

支払手数料 － 211

その他 215 176

営業外費用合計 505 763

経常損失（△） △106 △556

特別利益

雇用調整助成金 － ※１ 39

持分変動利益 160 －

投資有価証券売却益 60 －

特別利益合計 221 39

特別損失

新型コロナウイルス感染症による損失 － ※２ 138

減損損失 10 15

固定資産除却損 10 －

投資有価証券売却損 10 －

投資有価証券評価損 0 －

関係会社整理損 － ※３ 138

その他 3 －

特別損失合計 36 292

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

78 △808

法人税等 386 75

四半期純損失（△） △307 △883

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △105 △323

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △202 △560
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

四半期純損失（△） △307 △883

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △290 584

繰延ヘッジ損益 0 12

為替換算調整勘定 △218 272

退職給付に係る調整額 193 111

持分法適用会社に対する持分相当額 △155 △26

その他の包括利益合計 △471 954

四半期包括利益 △779 71

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △678 386

非支配株主に係る四半期包括利益 △100 △315
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

第２四半期連結会計期間において、当社連結子会社である東京製綱海外事業投資株式会社並びにその100%中国

子会社である東京製綱（常州）有限公司を譲渡したため、連結の範囲から除外しております。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日　至 2020年12月31日)

税金費用の計算

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

(追加情報）

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

　当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設され

たグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目につい

ては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39

号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規

定に基づいております。

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積もり）

　前連結会計年度の有価証券報告書の追加情報に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定について重

要な変更はありません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

１ 偶発債務

(1) 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対して、債務保証を行っております。

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

関連会社 江蘇法爾勝纜索有限公司の
借入金に対する債務保証

612百万円 635百万円

(40百万元) (40百万元)

関連会社 江蘇東綱金属製品有限公司の
借入金に対する債務保証

765百万円 794百万円

(50百万元) (50百万元)

(2) 受取手形の流動化

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

手形債権流動化に伴う遡及義務 717百万円 793百万円

２ 受取手形割引高

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

受取手形割引高 305百万円 50百万円

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形の処理

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期時に決済が行われたものとして処理をしておりま

す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、

四半期連結会計期間末残高から除かれております。

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

受取手形 －百万円 100百万円

支払手形 －百万円 389百万円

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 雇用調整助成金

新型コロナウイルス感染症による損失に対応する雇用調整助成金を特別利益に計上しております。

※２ 新型コロナウイルス感染症による損失

　新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、感染拡大防止の要請を受けて一部の連結子会社が休業を実施し、そ

の期間中にかかった固定費（人件費・減価償却費等）を「新型コロナウイルス感染症による損失」として特別損失に計

上しております。

※３ 関係会社整理損

　当社の連結子会社である東京製綱海外事業投資株式会社並びにその100%中国子会社である東京製綱（常州）有限公司

を譲渡したことに伴う損失額であります。

　主な内容は為替換算調整勘定取崩額で、連結上の子会社株式売却益483百万円を控除しております。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

減価償却費 1,892百万円 1,762 百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年12月31日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金
の総額

1株当たり
の配当額

基準日 効力発生日
配当金
の原資

2019年５月13日
取締役会

普通株式 650百万円 40.00円
2019年
３月31日

2019年
６月10日

利益剰余金

（注）2019年５月13日取締役会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配

当金5百万円が含まれております。

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

３ 株主資本の著しい変動

当社の100％連結子会社である東綱スチールコード株式会社は2019年９月30日及び2019年12月30日を払込日として、

高麗製鋼グループのHongduk Industrial Co., Ltd.と当社を割当先とする第三者割当増資を実施いたしました。

この結果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が361百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末におい

て資本剰余金が1,045百万円となっております。

当第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年12月31日）

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

３ 株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント

計 調整額

四半期
連結損益
計算書
計上額

鋼索鋼線
関連

スチール
コード
関連

開発製品
関連

産業機械関
連

エネルギー
不動産関連

売上高

外部顧客への売上高 20,547 7,490 10,805 3,152 4,397 46,392 － 46,392

セグメント間の内部
売上高又は振替高

161 144 178 85 531 1,102 △1,102 －

計 20,708 7,635 10,983 3,237 4,929 47,494 △1,102 46,392

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

868 △1,166 △499 254 387 △154 － △154

(注) セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

当第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント

計 調整額

四半期
連結損益
計算書
計上額

鋼索鋼線
関連

スチール
コード
関連

開発製品
関連

産業機械
関連

エネルギー
不動産関連

売上高

外部顧客への売上高 19,147 5,421 10,319 2,303 3,582 40,773 － 40,773

セグメント間の内部
売上高又は振替高

113 123 12 64 342 655 △655 －

計 19,260 5,544 10,331 2,367 3,925 41,429 △655 40,773

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

838 △938 △657 18 430 △306 － △306

(注) セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、従来「その他」セグメントに含まれていた「産業機械事業」「粉末冶金事業」につ

いては、ともに産業機械の装置・工具を製造しており、ニッチな分野ながら際立った製造技術を有し、国内外から多

様なニーズがある事業として伸長しており、更なる市場開拓、製造技術の革新を企図し「産業機械関連」セグメント

として区分いたしました。また、「石油事業」については、多様なエネルギーの取扱いを始めていること、BtoCの事

業であることが、現状、発電事業や商業施設を運用している「不動産事業」と事業戦略やマーケティングの面でシナ

ジーが期待でき、「不動産関連」セグメントに移管し、「エネルギー不動産関連」セグメントと改称いたしました。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載して

おります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

(1) １株当たり四半期純損失(円) △12.56 △34.78

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純損失(百万円) △202 △560

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
損失(百万円)

△202 △560

普通株式の期中平均株式数(千株) 16,115 16,109

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要

－ －

（注）前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

(重要な後発事象)

当社は、日本製鉄株式会社による当社の普通株式に対する公開買付けに関して、2021年２月４日開催の取締役会に

おいて反対の意見を表明することを決議しました。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年２月12日

東京製綱株式会社

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 中 崇 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 芝 山 喜 久 印

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京製綱株式会

社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2020年10月１日から2020年12月

31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2020年４月１日から2020年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行

った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京製綱株式会社及び連結子会社の2020年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

　



ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

　

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2021年２月12日

【会社名】 東京製綱株式会社

【英訳名】 TOKYO ROPE MFG. CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 取締役社長 浅 野 正 也

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋３丁目６番２号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長 浅野 正也は、当社の第222期第３四半期（自 2020年10月１日 至 2020年12月31日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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